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環境政策科学の教育内容構成

丸山静

百leContent of a Curriculum for Teaching 
the Science of Environmenta1 Policy 
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筆者は拙稿「環境教育目的論の検討と環境教育体系化の試みj(1993)において，日本の環境

教育研究にみられる環境教育の目的・呂様を批判的に検討し， r環境教育の目的は環境問題の解
決のための社会変革を担う主体形成の基礎の確立にあり，その教育内容は環境および環境問題の

本質と環境問題の摂本的な解決方法とによって構成されなければならないj(1)ものと規定した。

そして，このような教育内容を構成するためには， (1)自然の階層論に基づき，人間・社会と自然

との相互作用についての法則性を抽出するとともに， (2)環境問題を規定している社会経済的要国

を具体的に示し，環境問題を解決するための社会変革のプロセスを明らかにしなければならない

と考えた(2)。こうして(1)を自然環境科学， (2)を環境政策科学， (1)を前提とした(1)と(2)の統合を

環境科学とよび，環境科学を基礎にした体系的な環境教育を環境科学教育とし，その前段階に原

環境科学を構想することによって，環境教育体系化の枠総みについて論じた(3)のである。

筆者は(1)の自然環境科学を「ピッグパンから人関までの進化をたどりながら，自然の歴史性・

階層性における人間の位罷づけをし，主としてボトムアップ的に自然と人間・社会との相互作用

を研究対象とするj(4)ものとし，その教育内容の構成と授業蓄に基づく授業による生徒たちの科

学的認識形成の過程とを修士論文 f自然の階層論に基づく“環境科学"教育の体系化j(1991) 

にすでにまとめた。一方， (2)の環境政策科学については，自然環境科学とは逆に「自然の賠層構

造の頂点にたった人間・社会から逆照射して，主としてトッフダウン的に人間・社会がどのよう

なあり方であれば，自然と調和できるかという具体的政策を扱うものj(5)と捉え，その基礎研究

として，現代の環境問題の社会経済的な背景とその根本的な解決方法についての考察を試みた(拙

稿「環境政策の教育内容構成に関するー視点j，1992)。その結果，現代の f環境問題のより基本

的な解決のためには，経済成長だけそ追求し，規模を拡大しつづける資本主義経済に代わり，社

会正義に基づく持続的な経済すなわち環境と経済との統合およびその政策化が求められるj(6)こ

とを明らかにした。筆者はこうした一連の研究を踏まえて，環境政策科学の教育内容を措定し，

それに基づく授業審「環境政策科学Jを作成した。本稿では，環境政策科学の教育内容構成につ

いて論じる。
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環境政策科学教育の骨子

環境科学を「人間生活閤(生物をも含めて人間が生活している地球表面近くの地盤・水醤・気

圏の薄い層)の人間・社会と自然との相互作用における入障の自己認識に関する科学であるJ(7)

と規定すると，自然環境科学は人開・社会の良然への働きかけに基づく自然の変動を通して，人

間の経済活動の時間的・空龍的な特質を明らかにし，環境政策科学は現代資本主義下における環

境問題の社会経済的分析を前提として(8) 環境問題の根本的な解決のための社会変革のプロセ

スを客観的に示すことによって，社会変革の主体が人間一人ひとりにあることを明らかにするも

のといえる。こうした環境政策科学を基礎にした環境政策科学教育の骨子はおおむね以下のよう

にまとめられる。

1. 1 環境問題の経済的規定要因

環境問題とは人間・社会と自然との椙互作用の矛題によって引き起こされたものである。だと

すれば，公害はその矛盾によってとりわけ人間が疎外されたものであるといえ，その典型例とし

て，公害の原点といわれる水俣病，戦後公害の原点といわれる四日市公害の二つをあげることが

できる。水俣病は1993年8丹の時点で認定患者2945名(内死亡者1337名)，未処分申請者2216名，

という一地域の公害としては世界でも類のない多くの犠牲者をだしており，四呂市公害は92年末

現在41地域8万7340名もの認定患者をだし，現在なお毎年3000名以上の新規患者を生みだしてい

る大気汚染の先駆けといえるからである。こうした公害はいずれも漁民，工場周辺の低所得者層

などの社会的弱者や子ども，老人のように環境異変への感受性が高い人々に集中し，地域経済を

破壊したということに特徴づけられ，その原因は1950年代から60年代にかけての高度成長を誘導

した罷の経済政策とそれを実現した経済構造に求められる。当時の臼本の化学工業政壌はチッソ

のような既存のカーバイド工業の増産を促進しながらも，一方では三井，三菱などのIB財簡を中

心にして石油化学工業の育成をはかつていた(針。はたして水俣病の原因物質を排出したチッソ

は1960年に世界一のカーバイド生産量を達成した日本のカーバイド工業のトップメーカーであ

り，四日市公害の原因となる大気汚染物質を排出した三菱油化，三菱化成工業などは日本の石油

化学工業の先発企業であった。また日本の高度成長期における資本形成は「利潤の極大化のため

に公筈防止や環境保全のための投資や技術開発はあとまわしJ(lO)にするような高度蓄積型であ
り，国は公害防止や環境保全に対し， r社会問題がおこり，公害皮対などの住民の世論と運動が
つよくなり，政治的な不安が起こるまでは放言ましてJ{11)，企業の資本蓄積を助成してきた。そし

て現代資本主義では国の経済的力能がきわめて大きく， El本の聞や自治体は関誌所得の3分の 1

から 3分の 2以上を財政支出として支出しており(12) 石油コンビナート建設のような拠点開発

に典型的にみられるように公共事業を企業の生産基擦整備に集中的に投資して，高度成長期の経

済構造を特徴づける重工業化・大都市化の基礎をつくったのである。つまり，水鏡病の原思は経

済的には国の政策を背景にして，主として高度蓄積型の資本形成にあり，四日市公警の場合はそ

れに加えて拠点開発に代表される経済成長最鑑先の産業政策にあるといえ，水俣より明日市の方

が関の果たす役裂が大きい分だけ，人間や自然への影響もまた大きくなっているのである。

こうした環境問題に対し，各地で住民運動や公害裁判がおこされ， 1970年前後になってようや

く環境法体系が整嬬されはじめた。その結果，日本の高度成長に寄与した重工業の…部は最大利

潤をあげようとして，途上器では人件費が安く，資源が豊富なだけではなく，公害規制がないか，
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もしくは規制基準が弱いということに着目し，環境対策費を鯖約して途上国への立地をはかった。

日本国内の環境?汚染は環境法体系の整備によって，一見改善されたかのようにみえたが，実際に

はこのようないわゆる公害輸出によって途上国のとりわけ糞しい人々に転化されていたのであっ

た。高度成長から公害輸出にいたる過寝は多かれ少なかれ，日本以外の先進資本主義国にもみら

れた。それゆえ，先進資本主義国にかぎられていた公害がこうして途上国の都市部はもとより，

農村部にももちこまれ，全世界に拡大されることになったのである。 1980年代に入ると，熱帯林

の破壊，砂漠化・土壌流出，地球温暖化，オゾン}穫の破壊などの地球規模の環境問題が一斉に顕

在イとしてきた。こうした地球規模の環境筒題においても，もっとも被害を受けるのは途上国の貧

しい人々である。熱帯林の破壊は森に住む先住民族を森から追いだし，砂漠化・土壌流出は貧農

から自給用の食糧生産の機会を失わせ，地球温暖化やオゾン属の破壊はそれらによる環境の変化

に適用できるほどの経済基盤をもたない人々の生存を奪うからである。公害輸出と地球規模の環

境問題の経済的要閣は日本をはじめとする先進資本主義盟の高度成長とその後の南北障の経済格

差を生みだした世界資本主義システムに求められる。

アメリカを主軸とする西側先進簡は第2次大戦後， GATI， わレ本位制， IMFの三者が一体

となったネットワーク・システム(13)をもとにして， I器擦分業体制をつうじて生産力格差の固定

化を図り，重工業中心の欽米諸匿と農業および工業原料と軽工業の生産を中心とするアジア，ア

フリカ，ラテンアメリカ諸国とを経済的に不可分な一単位とすることによってj(14)，世界資本主

義システムの形成をはかった。この世界資本主義システムを麓史的にみると， Iはじめは対外援

助と商品輸出網を， 60年代以降は資本の対外直接投資と多国籍食業を，さらに70年代以降は多国

籍銀行と掴際組織を，その傘下にそれぞれ治めることによって展開してきたoJ(15)こうして形成

された世界資本主義システムは，当然のことながら，途上国にとっては先進国への従属をうなが

すことになり，資本主義の発展にともない生産と資本の世界的集積体として多国籍企業が出現し，

工業においても世界的な垂霞統合的生産体系が形成される(16)と，公筈輸出といった先進国にお

ける環境問題の転化が生みだされたのである。そして南北関の不均衡貿易や ODAなどによって

途上国に多大の債務を負わせ， Iアメリカ主導の多国籍銀行や国際金融機関の手による途上国の

金融寡頭支艶を強化する一方で，途上国の民衆に貧国・飢餓を押しつけ，閣内不安と民衆離反を

増輔させているJ(l7)のである。 1970年代から80年代にかけて，途上国の償務が累積するようにな
ると， IMFが緊急融資の代償として，輸出効果と消費抑制のための賃金の揖え寵きや先進国市

場向けの生産を前提とした換金作物の増産，自然の切り売りなどの調整プログラムを途上国に強

制するようになった(18)。その結果，民衆の黄閣や食糧の自給体制の崩壊による飢餓はもとより，

砂漠化，熱帯林の破壊，野生生物の大量輸出にともなう生物穫の絶滅など，地球規模の環境問題

が引き起こされたのである。途上陸政府の多くはこうした事態に対する民衆の不満の爆発を軍事

化によって抑在しようとして，先進酷から大震の武器を購入しつづけてきたが，このことはまた

自国の債務を累積させることになり，民衆をますます貧困・飢餓に陥らせるという悪循環を生じ

させている(19)。それどころか，箪事化は資源・エネルギーの多消費およびフロン・ハロンの大

量使用を契機として，地球温暖化やオゾン層の破壊など，地球規模の濠境問題を進行させる要悶

のーっとさえなっている(20)のである。

このように日本をはじめとする先進資本主義閣の高度成長とその後の南北間の経済格差は f偲

別の国内政策だけによって可能となったのではなく J(21)，アメリカ主導の世界資本主義システム

のなかのそれぞれ異なった地位に先進資本主義各冨が位置づけられ(22) その f先進資本主義閤
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の高度成長を実現するための原料資源の低櫨格が発麗途上国に対する支配を媒介として強制さ

れJ{23)，世界的なまま藍統合的生産体系が形成されてはじめて可能になったのである。それゆえ，

公害輸出と地球規模の環境問題は先進資本主義国の高震成長を実現した世界資本主義システムに

起因するといえるのである。

1. 2 環境問題の解決のための社会変革のプロセス

1. 2. 1 持続的発展概念

現代の環境問題は地球規模に広がったばかりか，時閥的にも現世代にとどまらず，将来の世代

にまで影響を及ぼすほどになった。1972年のストックホルム人間環境宣言はこのことを踏まえて，

その前文で「現在および将来の世代のために人間潔境を守りかつ改善することは人類にとって至

上の目標」であることをうたった。これが器際会議において自然環境に関して将来の世代に対す

る正義への関心が示された最初であった(24)0 1987年，環境と開発に関する世界委員会は第42田

陣連総会の場で，環境と開発とを不可分なものとして， i“将来の世代がそのニーズを充足する能

力を損なうことなく，現在のニーズを充足する"という意味合いの持続的開発が簡連，各国政府

ならびに民聞の各種機関・組織および企業にとって中心的な指導原理となるべきjであるとの

ベ(25) それ以降，持続的開発(Sustainable Development )が環境問題解決のキーワードとなった。

そして1992年の国連環境開発会議においても， i開発の権利は現在および将来の世代の開発およ
び環境よの必要性を満たすことができるよう行使しなければならないj(26)ことが承認された。こ

のように資源・環境の開発や利用からえられる富を世代間で衡平に分配しなければならないとい

う理念は世代間衡平(Intergenerational Equity )とよばれ，今日では環境開題の解決に不可欠の

考えとして広く認識されるようになった。

イーディス・ 8・ワイス女史(1992)はこうした現状を受けて， i国襟法の伝統的な空間的基
礎に，時際的な次元を体系的に組み入れなければならないj(27)と考え，世代閤衡平について歴史

的かつ論理的な検討を加えた。そして今日における資源・環境の開発と利用が世代間衡平に関し

て， (1)将来の世代にとっての資源枯渇の問題， (2)将来の世代にとっての環境の質の悪化の開題，

(3)過去の世代から受け継いだ資源の利用と恩恵に関するアクセスの問題，という三三種類の問題を

引き起こしているもの(28)として，世代間衡乎に関する三つの基本的顕尉を以下のように提案し

た(29)。

(1)オプション保護:将来の世代が自らの開題を解決し，自らの価櫨を実現する際に利用可能な

オプションを不当に軒限しないよう，各世代には，自然的・文化的資源基盤の多様性を保護する

ことが要請されるとともに，前世代の享受していた多様性に匹数する多様性を享受する権利があ

る。なお，オプションの制限とは，たとえば，生物穫の絶滅によって，新しい食品や薬品を開発

できなくなる場合のことである。

(2)繋の保護:各世代には，現世代がそれを受け継いだときより悪くない状態で引き継げるよう

に地球の質を維持することが要求され，また前世代の享受していたものに匹敵する地球の質を享

受する権科がある。質の悪化に欝する世代間衡平の開題は，現t世代が自然環境を無料または安価
な資源として科用し，その廃棄物を自然環境中に投棄するとき，現世代の行為が環境質を悪化さ

せ，将来の世代が天然資源を利用する際のオプションを狭めるとき，および自然環境を汚染する

行為が寵接植物や動物の枯渇をもたらすときに生じる。

(3)アクセス保護:各世代は地球信託の受主義者として，地球の資源を利用し，それから思惑を受
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けるための衡平な権利を有している。遺産へのアクセスと利用に関する衡平の問題には以下の三

つがある。①将来の世代のニーズーそれゆえ，現世代は先代の自然的・文化的資源の恵みをすべ

て消費してしまうことができない。②社会の閤窮一貧国な社会は地球遺産の衡平な分配から排除

される。③他の構成員が遺産の恵みを享受することを妨げる現世代の構成員の行動。

ワイス女史はまた，階北関の経済格差のような富の偏差Eは不平等の永続化長生むとして， r世
代題衡平は世代内の状況にまで拡張されなければならないj(30)と主張した。そして，このことか

ら「世代内の正義は詰める社会に対して，貧窮した社会が地球遺産に対するアクセスを実現する

のを援助することを要求するj(3l)ということを導きだした。このように世代陣衡平は「地球の自

然的・文化的資源を開発し，利用する際に，現世代の行為を束縛するj(32)理念であるとはいえ，

ワイス女史自身も指摘するように「現世代の構成員がどのように資源を管理すべきかという詳細

については述べていないj(33)のであるo それゆえ，世代間衡王子はたとえば核蕗棄物や生物資源の

管理について，現世代の権利と義務を明らかにすることはできても (34) 政策化のプロセスを示

すことはない。つまり，世代賠衡平は環境問題の解決に関して積糠的な意味をもっ理念といえる

が，現実の環境問題を解決する政策科学の鍵概愈とはなりえていないのである。

現代の策境問題の根本的な解決のためには，したがって，世代間衡平の理愈から導かれる現世

代の権利・義務を踏まえながら，その権平IJ.義務を具体化する手段やフロセスをも含みうる概念

を定立し，それに基づく社会変革を実現しなければならない。筆者はその概念を持続的発展とよ

び，自然の類題論に依拠して次のように規定する。持続的発展とは「人需生活障を自然・社会・

人聞の統ーしたシステムとして捉えるとき，入閣の発践を正の値に保ちながら，人間のイニシア

ティプのもとで自然と社会の発展を常に正の鐘をとるようにすることであり，ローカル，グロー

パルを謂わず，すべての人間生活麗のシステムに適応されるj(35)。持続的発展はまた次のように

言い換えることもできる。人間の発展を縦軸にとり，自然と社会をそれに垂誼に交わる商を構成

するこつの康標軸とすれば，人捕は自然，社会，人題からなるミ三次元空橋上の動点として位置づ

けられる。こうした空間藤襟において人龍の発躍は歴史的に正のベクトjレとして表わされてきた

ものの，そのベクトjレが自然と社会の発展を疎外する方向にI勾かうようになった。それが環境問

題である。しかし，人間の発展のベクトルを負の値にして自然と社会の発展を正にすることは人

間の本性からして不可能である。したがって，人簡は人間生活闘のすべての地域において自らの

正の発展のベクトルを自らの意思によって，自然と社会の発展をもたらすようにしなければなら

ないのである。なお，自然の発展とは「全自然の自然史過程を保全することj(36)すなわち自然の

多様性の保障を，社会の発展は個人の人鶴性がもっとも尊重される民主主義社会の実現を意味す

る。こうして持続的発展を規定すれば，持続的発麗は自然と社会の発展を姐蓄している現代の資

本主義社会から資源・環境の持続的な利用と民主的な管理を可能にする持続的な社会経済システ

ムへの社会変革を示唆するとともに，その主体が人関一人ひとりにあることを明示するものであ

り，そのかぎりにおいて，環境政策科学の鍵概念たりえよう。

1. 2. 2 持続的発展概念に基づく経済システムの確立

拙稿「環境政策の教育内容構成に関するー視点Jにおける環境問題の社会経済的規定嬰闘の分
析を踏まえれば，持続的発展は社会経済的には，主として nl)環境を内部化した経済に基づく富
の生産と， (2)途上国内および南北関に存在する社会的不公正の是正，とによって可能になるもの

と思われる。j(37)(1)は世界各国における環境政策の確立を， (2)は世界資本主義システムの変革そ
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要請する。

(1)国家の環境政策には，①被害の実態の把握と麗患の究明，②被害の救済，環境や健康の復元，

③公筈防除のための規制，社会資本や土地利用計画による汚染の削減とアメニティの保持，④費

用便謡分析・環境アセスメントなどに基づく予防，の四つの側揺があり，これらすべてにわたっ

て行政が整備されなければならない(38)。このような環境政策の手段としては市場制度の自自に

まかせては実行が隈難であり，上記の四つの側面すべてについて企業の費任を明らかにし，

PPP (Pol1uter Pays Principles :汚染者負担原尉)による課徴金をその賛妊の範関内で企業に負

担させたり，車接規制によって企業に環境保全費用を負わせなければならない(39)。そしてその

基準はいずれも現在の技術水準や経済制度に制約されるのではなく，あくまでも人権擁護や現状

回復の視点から，決定される必要がある(制。なぜならば，環境問題は絶対的不可逆的損失(41)を

含むという性格をもっているからである。こうして環境政策の四つの側面に関する法や条例がつ

くられ， PPPのような経済的刺激策や霞接規制がとられるようになってはじめて，環境保全費

用が企業の会計，偶人の会計や臨，自治体の予算のゆに内部化されていく (42)。たとえば，膿硫

殻ガス，二酸化量産素などの大気汚染物質や二酸化炭素のような温室効果カコを排出する化石燃料

に課税すれば，その使用量が低く抑えられ，大気汚染や地・球温暖化が防止されるばかりか，その

税収をエネルギー効率化や太陽・風力・バイオマスといった再生可能エネルギーなどの技術開発

に投資していけば，持続的なエネルギー基擦をつくることができるというわけである。このよう

に環境政策を経済政策の上位に位置づけ，都市計踊や閤土計磁，ひいては地球全体の発展計画の

枠総みとする(43)ことによって，環境を舟部化した経済に基づく富の生産がはかられるのである。

(2)世界資本主義システムの変革はさしあたり多国籍企業やODAを規制し，途上国の自立をう

ながすことによって，途上国内および南北聞の社会的不公正を是正することにあるものと思われ

る。その方法のーっとして，スーザ、ン・ジョージ女史(1989)の提唱する 3D解決築(44)は注自

に値する。それはDebt(債務)の返済を Democratic(民主主義的)な Development(開発)に

よって行なう方策である。その基本的な考え方は途上国各国が金利と元本を長期にわたって公的

鐘務機関に現地通貨で返済することを認めることにある。そしてその返済金は途上関の閣内開発

基金の貸方に記入され，市民社会の信頼すべき代表者によって共同管理されながら，民衆のニー

ズを満たす農業部門の強化や衛生，保険，教育，女性の地位向上などに擾先的につかわれなけれ

ばならず，その際，贈収賄や不正が生じないように蟹権国と鐘務悶のNGOが共同で監視にあた

るようにする。こうすれば，多国籍企業や世界銀行・ IMFなどの影響力が弱まり，途上国の輪

出主導型経済に起臨する環境問題を防ぐことができるはずだからである。こうして途上舗の累積

債務を解消し，途上国経済を自給用の食糧生産など途上国の民衆が本当に必要とするものをみた

すように方向づけるとともに，先進国においてはODAの計画決定および計麗遂行に関する情報

を公開し，途上閣の住民の意思がODAに基づく開発計額に十分反映されるようなシステムをつ

くることが求められるのである。

1. 2. 3 住民主体の社会システムの郵造

環境政策の推進は盤史的にみれば，住民の世論や運動に担われてきた。つまり，住民運動は公

害裁判によって閣の行政や法律を変えさせたり，民主主義の基礎である地方自治を住民の権利と

して実践し，菌の決定や制度を変えてきた(45)のである。たとえば， 1972年の四百市公害訴訟判

決は大気中の亜硫酸ガスや二酸化窒素に関する国の環境基準を世界一きびしいものとし，国や自
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治体の誤った地域開発を転換させるきっかけとなり，戦後住民運動の原点，静岡県の三島・沼津・

清水ニ市一町の石油コンピナート誘致反対運動は地方議会の決定を覆して，国の計爾を撤回させ

た。東京都の公害防止条例や大寂，尼崎，川崎，四臼市の各自治体でつくられた公害健康被害補

償制度もまた，住民運動によって自治体でまず実現し，やがて闘の制度となったものである。

80年代に入ると，各地で展開されていた住民運動はたとえば水郷水都全国会議のように，その

ネットワークを全国に拡大することによって，国の宍道湖・中海の淡水化工事を阻止するという

画期的な成果ーをあげた(46)。そして住民運動はー圏内にとどまらず，世界各国のNGOが共開の

フォーラムを開き，オゾン層保護のための「モントリオール議定番jや「気候変動に関する枠組

み条約Jなどの国際環境法の制定・批准を自属政府のみならず他国の政府にも迫って，多くの成

果をあげてきた。それに対して，ナショナル・トラストのように会員の資金によって醸史的建造

物や庭閤，自然海岸などを購入し，環境を破壊的な開発から守っている運動や商北のNGO開土

が連帯して，人権侵害や環境破壊をもたらすODAによる開発に代わって，民衆の自立のための

開発援助を行なっている場合もある。

このように住民運動はそのネットワークを一つの自治体から閣内そして世界へと織の自のよう

に広げ，自治体や国に対して環境政策の実現・改正を促しながら，一方では自治体や国の壁を乗

り越えて，環境保全や民衆のための援助を行なうという，二つの異なる方向に発展してきた。し

かし，長良川河口堰の潤題にみるように，住民運動だけですべての環境問題が解決するわけはな

く，情報公開，住民参加などを制度化することによって，住民の意思が自治体や簡の政策に反映

される仕組みすなわち住民主体の社会システムを創造していかないかぎり，環境政策の確立は難

しい。世界資本主義システムの変革についても同じことがいえる。こうした住民主体の社会シス

テムの創造の必要性はまた，環境問題がすぐれて公共性をもっということに根拠づけられている。

環境は現代のB本社会ではその一部が私有あるいは占有されているが，人類の生存・生活の基

盤であることから，公共の利益のために公共機関に倍託され，維持管理されるべきものであって，

公共信託財産である仰)0 r憲法などの法制上では，公共機構は民主主義を康前としてj(48)いると
はいえ，現実には f権力機関であり，支配階級の共同機関としての性格をもっているj(49)ため，

f支配措級の意志を貫徹して営業権や財産権を優先させJ(50)，信託された環境を保全せず，環境

問題の発生を放壁してきた。それどころか，公共性をもっているはずの公共企業や公共事業自体

が誼接あるいは間接に公害を引き起こしてきたのである。公共性とはそもそも「基本的人権を確

立し擁護することであり，公共事業は正義や公平を目的としているはずであるj(51)。こうした公

共性と公共事業は民主主義の貫徹した社会すなわち住民主体の社会システムによってのみ保障さ

れるのである。

住民運動はこうして自前の環境問題の解決をはかるだけにとどまらず，自治体や国に働きかけ

たり，それらを越えて他の地域の環境保全や民衆のための援助を始めることによって，住民主体

の社会システムの創造へとそのエネルギーを向け，住民の意思が政策決定に反映される社会シス

テムを地球上のすべての地域につくっていくようにしなければならないのである。このことは持

続的発展の原点が人間にあること，持続的発展がローカル，グローパルを関わず，すべての人器

生活歯のシステムに適用されるべきであるということとも符合する。そして，このように住民主

体の社会システムがつくられてはじめて，持続的発展概念に基づく経済システムが機能し，持続

的な社会経済システムとして自然と社会の発展が可能になるものと思われる。
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2 環境政策科学の教膏内容と教材

環境政策科学とは(1)現代資本主義下における環境開題の社会経済的分析を前提として.(2)環境

問題の捜本的な解決のための社会変革のプロセスを示すことであった。したがって，その教育内

容は(1)と(2)のこつに大別され，上記の環境政策科学教育の骨子を基礎にして，構成されるのが妥

当である。 (1)においては，現代資本主義~における環境問題をその質の変化のレベルに着目して，

水俣窮，四日市公害警，公害輸出・地球規模の環境問題の三つによって代表させ，持続的発麗概念

からそれぞれの社会経済的規定要臨を示すとともに，人権の回復を含めた問題解決の状況を評鏑

する。 (2)では.(1)において示された環境問題全体を捉え，それらを解決に導くことのできる概念

として持続的発展を示し，その概念に基づく社会変革のプロセスとその主体が人間一人ひとりに

あることを明らかにする。このような環境政策科学の教育内容を持続的発展の概念からみれば，

(1)は持続的発展概念の環解の基礎をつくり.(2)において持続的発展概念を現解させるものといえ

る。持続的発展概念は環境政策科学の鍵概念であり，それゆえ，環境政策科学の教脊内容を貫徹

する概念だからである。以下，教育内容と教材の概要をのベる。

2. 1 水俣病一高度蓄積製資本形成による公饗

水俣病の社会経済的規定要因は以下の(1)-(3)の三つにまとめられ，問題解決の現状については

(4)に示すことができる。

(1) チッソが資本蓄積のため，寵接生産とは関係のない潔境保全や安全などの費用与を節約し，

水俣病の原因究明を故意に遅らせたり，原躍の判明後もそれを認めず，メチル水銀の入った

廃液を1932年から68年までの30余年簡にわたって，水俣湾や水俣)11-不知火海にたれ流しつ

づ、けたこと。

(2) チッソが自らの社員を水俣町議や水俣市長とすることによって，水俣における土地，水な

どの資源や港湾，鉄道などの生産基盤を占有し，水俣をチッソの企業城下町へと変えて，地

域における民主主義の発達を妨げ，公害反対の世論や運動を封じこめたこと。

(3) 圏や自治体もまたチッソの企業活動の自由を最鑑先し，水俣病の被害の実態把握，原因物

質の究明や被害の救済などに積極的に取り組まず，チッソの資本蓄積を助成したこと。そし

て裁判によって，こうした行政の不作為による留の責任が決定したあとも，冨はそれを認め

ず，水僕病患者の認定作業をいまだに先了していないこと。

(4) 重症患者の介謹はその家族に任されているものの，軽症の患者はそれを支持する市民たち

とともに，相互扶助組織をつくり，低農薬みかんの栽培・販売など自然との共生を通して人

間破壊の生産と生活に代わりうるものを生みだそうとしている。

このような教育内容を担った教材すなわち授業書の構成は以下のように考えられる。それは第

1に，患者認定の問題が今日においてもなお未解決であることそ示したうえで，水俣病の発見の

経緯と原因物質の究明遍程を通して，水保病の原患は主としてチッソの資本蓄積とそれを助成し

た留にあることを指摘する。第2に，チッソとその被答者である漁民や患者との仲裁に入った調

停委員会がチッソよりの回答を出したこと，その欝，水俣市内の労働団体すべてがチッソを守り，

漁民や患者の運動を孤立させたことを示し，それらの背景にはチッソによる企業城下町の形成が

あることを明らかにする。第3に，厚生省が漁護禁止措寵iこ踏み切らなかった理崩や水俣病の認

定制度の欠陥を示し，行政の不作為が水俣病の発患や拡大に深く関与し，患者救済の議さえ狭め
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たことを論証する o そして第4に，患者の臼常生活を具体的に示し，患者本位の家の設計を考え

させることによって，患者救済には金銭賠欝のみならず，住宅，住宅外の生活空間の改善や介護

人への経済的援助の制度化などが必要であり，現状においては患者自身やそれを支援する人々の

努力によって水俣の再生が試みられていることを示すのである。

2. 2 酉日市公害ー経済成長最穫先の麗業政策による公害

四日市公害問題の社会経済的規定要鴎は以下の(1)-(2)の二つの項自にまとめられ，問題解決の

プロセスについては(3)に表すことができる。

(lj 昭和四日市石油，三菱油化，石原産業など複数の企業が大規模な石油コンピナートを形成

し，それぞれ最大利潤をえようとして，重油を燃やしたときに生じる亜硫酸ガスをそのまま

大気中に放出したり，石油廃液や廃離を無処理で四日市港にたれ流し，車接生産とは関係の

ない環境保全や安全などの費用を節約したこと。

(2) 菌が石油化学育成政策に基づき，四尽市の旧軍施設を旧財閥系の三菱グループにただ同然

で払い下げ，環境アセスメントも行なわず，企業の専用港や専用道路をつくって，石油コン

ピナートの建設を推進した。そしてコンビナート稼働後に公害が発生してからも公害訪韓の

ための規制をせず，自治体もまた国の下請け機関として住民の公害反対運動を抑えるなど，

器・自治体とも公害の発生に加担したこと。

(3) 1972年の四日市公害訴訟判決は疫学に基づく大気汚染とゼンソクとの間巣関係や被告・企

業側の関連共開性を認め，発生源である企業の糞任をきびしく問うとともに，国の排出基準

の甘さを指摘した。このことは全国各地における公害反対の世論と運動の高まりとあいまっ

て，大気中の亜硫酸ガスと二酸化蜜素の環境基準の改正や公害健康被害補償制度の制定を国

に実現させるきっかけとなった。

これらの教育内容を担った教材は以下のような構成をもつものとして考えられる。第1に，四

日市公害の原因は主として闘が環境アセスメントもせず，住宅密集地にコンビナートをつくらせ

たこと，国の公害規制の基準値も企業活動を眠害しない程度に設定していたこと，企業が公害対

策費用を節約したことなどにあることを明らかにする。第2に，四日市コンピナートのように，

国が一地域に公共事業を集中し，もっぱら企業の生産基盤を整備して食業誘致をはかると，生活

基燥が十分に供給されず，地域環境が破壊されるのはもちろんのこと，自治体の財政負担の増加

などによって地域の経済も衰退することを導く。第3に，四日市における公害皮対運動は市や企

業による自治会工作によって挫折したこと，それに対し，静関県の三三烏・沼津・清水の住民たち

は f四日市の二の舞をするなJとして，公害に対する科学的認識を高めながら，住民間土のネッ
トワークをつくって環境アセスメントを行い，コンピナート建設計蕗の撤回に成功したことを示

す。そして第4に，わずか 9名のゼンソク患者によっておこされた公筈訴訟が菌の環境基準を改

訂させる契機となったにもかかわらず，公害反対運動が下火になると，環境基準がたちまち緩く

なったことを指摘し，住民運動とそれに支えられた裁判こそ環境政策の推進力であることを明ら

かにするのである。

2. 3 公害輪出・地球規模の溝境開題一世界資本主義システムによる環境問題

公害輪出と地球規模の環境問題の社会経済的規定要因は次の 4項目にまとめられる。

(1) 先進国の ODAが先進盟企業のための生産基盤の整備や環境破壊型の大規模開発プロジェ
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クトなどに向けられ，先進国企業とりわけ重工業がODAによる受注を求めて，公害防止費

用を節約し，環境基準の緩い途上霞へ進出するようになったこと。

(2) 途上国の寵務が南北関の不均衡貿易や先進国による ODAの過度の貸し付けなどによって

累積し，途上国が債務返済のために IMFから緊急融資を受けると， IMFがその見返りとし

て途上閣に先進国市場向けの一次産品の生産を強化させたり，環境部門の予算を削らせたり

して，歳出の削減と歳人の増加を要求したこと。

(3)‘途上国が先進閣のODAとその利益にあずかる多国籍食業や途上陸の支配属による途上関

の開発，あるいは先進潤の利益確保のための国際機関IMFなどによって貧閤・鋭餓におち

いった民衆の不満の爆発を抑圧するために軍事化し，先進国もまた覇権と経済成長を求めて，

途上掴への武器輸出を高水準に維持していること。

(4) NGOが環境問題への閤欝的関心の高まりを背景にして，各国政府に庄力をかけ，地球温

暖化やオゾン層の破壊などに対する罷際環境法を制定させてはいるものの，自闇企業の主張

を入れてその内饗を後退させたり，国捺環境法そのものを認めない国があること。

(1)ー(3)の教育内容を担った教材の構成は以下のように考えられる。第IにODAとそれにとも

なう公害輸出が途上国に環境破壊と人権侵害をもたらした事例を示し，先進閣のODAとは誰の

ための伺のための援助なのかという開題意識をもたせる。第2に，アメリカの食糧援助や「緑の

革命jのような技術援助を例にとり，先進国による途上国への援助は先進国の余剰生産物のはけ

口であり，先進国企業の多国籍イとをうながし，途上国を先進国に従属させるきっかけになること

を明らかにする。そして，アメリカの輸出指向型，手IJ潤追求型の企業農業は環境に負荷をかけ，

地球規模の環境開題を生じさせていることを理解させる。第3に，途上国の債務累積の仕組みを

具体的に示し， IMFのプログラムでは公共支出の削減，食糧補助金の廃止，公共料金の値上げ

などが途上聞に課せられ，途上陸の貧しい人々がより多くの負担を強いられるだけではなく，環

境問題が必然的に発生することを捉えさせる。第4に，先進国のODAに主導された途上国の開

発が貧密・飢餓→軍事化→貧困・飢餓→…という悪循環をもたらすとともに，軍事化が資源・エ

ネルギーの大量使用によって地球規模の環境問題を引き起こしていることを示し，開発の主体や

目的についての開題意識をもたせる。なお， (4)は次の「持続的発展概念一環境問題解決のための

鍵概念jの教材に組み込むものとする。

2. 4 持続的な社会続講システム

教育内容は次のように考えられる。環境問題解決のための鍵概念として持続的発農の概念を位

置づけ，それに基づく社会変革のフロセスとして持続的発展概念に基づく経済システムと住民主

体の社会システムを提示する。そして，それらのシステムの基礎が南北関のNGOの連帯による

途上国の自立化として，実擦につくられつつあることを描きだし，社会変革の主体は入龍一人ひ

とりにあることを明らかにする。このような教育内容を担った教材としては，以下のような構成

が考えられる。

(1) r持続的発農一環境問題解決のための鍵概念j
持続的発展概念の認識の前提として，世代間衡王子を環解させるために，地球の有限性，環

境と経済の椙互依存性を踏まえて，保護主義モデルと富裕モデルという二つの両極端な考え

方を検討させ，資源・環境の持続的利用といった概念を捉えさせる。そして世代間衡平の認

識のうえに層際環境法が成立したものの，世界各罷の器益が撞際環境法の合意形成の障害に
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なっていることを指摘し，それを克服するにはNGOの政策決定通韓への参加が不可欠であ

ることから，環境問題の根本的な解決には f人間のイニシアティブのもとでの自然・社会の

発展jすなわち持続的発展概念が不可欠であることを導く。

(2) r持続的発展概念にもとづく経済システムJ
ここでは世界資本主義システムの変革が途上国における債務累積の解消と先進国による途

上層への ODAの改革とにあることを理解させなければならない。前者ではスーザン・

ジョージ女史の 3D解決策について記述し，後者においては，持続的発罷概念の視点から

ODAの改革について問う。その話的はODAによる人権侵筈・環境破壊の現実と持続的発展

概念とを統一的に理解させることにある。持続的発展概念に基づく経済システムのもう一つ

の要素は世界各国における環境政葉の確立にあるが，環境と経済との桔瓦依存性を強調する

ために，主として経済的刺激策について考えさせるものとする。

(3) r住民主体の社会システムj
環境政策の原動力としての住民運動の歴史的発展過程を通して住民運動の成巣と限界を捕

し，持続的発展概念に基づく経済システムの確立のために住民運動は住民主体の社会シス

テふの餅造へと向かわなければならないことを導きだす。そして今日における住民主体の社

会システムの到達点として，アメリカの土地利用・都市計繭に関する法制度と，その法制度

のもとでの開発プロセスを示し，社会システムのーっとしての都市の開発計画は住民参加に

よって決定される必要があることを理解させる。さらに自分の自治体の開発における意思決

定プロセスについての調査を課題として設定し，自分の自治体とアメリカのそれとの比較に

よって，住民主体の社会システムをよりよく理解させたい。

(4) r途上層における自立化の試みj
途上国における持続的発展の基礎として，経済の自立化を実現することは住民主体の社会

システムをっくりだすことでもあり，それには思家やそれを支える地主などに対して住民・

市民の献身的で勇気ある闘いが求められることを理解させたし可。こうした視点から，インド

のサルダjレ・サロパル・ダム建設への地元住民の反対運動とフィリピン・ネグロス島におけ

る臼本とフィリピンのNGOによるフロジェクトをとりあげ，前者では主として途上冨側の

活動に，後者では日本のNGOの活動に焦点をあて，それぞれの活動状況を明らかにする。

そして最後に，学習者に対して f環境問題の解決にどのように寄与していくかjと問うこと

によって，学習者一人ひとりが環境問題解決のための社会変革を担う主体であることを自覚

させ，自分自身の生き方を考えさせるのである。

おわりに

本稿では，環境政策科学の教育内容構成は現代資本主義下の環境問題を質の変化のレベルに

よって三つに分け，それぞれにおける社会経済的規定要因を明らかにし，環境問題の解決のため

の社会変革のプロセスを持続的発展概念に基づく社会経済システムとして表わすことによって，

提示されうることを示した。今後は授業書「環境政策科学jによる授業の分析をもとにして，学

習者の環境政策科学に関する科学的認識の形成過程を明らかにするとともに，授業警の検証を行

なうつもりである。

なお，本稿の作成にあたっては，指導教官の高村泰雄教授をはじめ，北海道大学教育学部教育

方法学研究室の須田勝彦助教授，大竹政美助手の両教官および大学院生の方々に論文の検討をし
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ていただき，北海道札瞬酒高等学校の橋本願子教諭と北海道奈井江商業高等学校の川原茂雄教諭

には授業書の構成について議論していただいた。また北王コンサルタント株式会社の関毘憲司氏

には論文作成のための基礎資料をたくさん送っていただいた。あわせて深く感謝申し上げる。
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